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研究成果の概要（和文）：東京都の市部にて、要介護高齢者と主介護者、65 歳以上の住民に調

査を行い、その結果を介護保険制度の導入 4年前から定期的に同地域で実施してきた反復横断

調査やパネル調査の結果と比較した。これらの経年比較を基に、介護保険制度が高齢者と介護

者に与えた影響を評価した。全体的に居宅サービスの利用は拡大したが介護者の負担軽減には

至っておらず、私的介護力の低下や介護状況の多様化に対応するには現行の制度では限界があ

ること、経済状況の悪化が介護者のストレスをさらに強めていること等が示唆された。 

 

研究成果の概要（英文）：This study examined changes in caregiving that resulted from the 

implementation and the consecutive reform of the long-term care insurance (LTCI) system. Five 

repeated cross-sectional surveys and three panel surveys were conducted between 1996 and 2002 with a 

probability sample of community-dwelling caregivers of frail elderly people living in a suburb of Tokyo 

metropolis. These results suggest that the levels of existing service benefits are insufficient to improve 

caregivers' psychological burden. In addition, deteriorating economic conditions may impose 

psychological strain on caregivers. 
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１．研究開始当初の背景 

 

「介護の社会化」「サービスの自由な選択」

等の理念を掲げて 2000 年に施行された介護

保険制度は、その後 10 年以上経過する中で

国民の生活に定着し、一定の成果をあげてき

た。しかし、介護保険の利用者が増えるに伴

って制度の持続可能性を担保するための財

源確保に関する懸念が高まり、介護保険制度

の発足当初の眼目であった「介護の社会化」
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の理念は急速に後退していった。代わって

「制度の持続可能性」や「給付の適正化・効

率化」が重要視されるようになり、2005 年に

は保険料段階の設定の見直しや給付の適正

化を徹底する方針の明示、要支援認定者の予

防給付への切り替え等の大規模な制度改定

がなされた。さらに、2006 年の医療制度改革

関連法に伴い、2011 年度末までに介護療養型

医療施設を全廃し、医療型も老人保健施設等

に転換する方針が出された。現時点ではこの

期限は延長され全廃には至っていないもの

の、患者の受け皿となる介護施設や在宅での

医療・介護サービスは未だ不十分であるため、

医療難民・介護難民となる高齢者や家族の介

護負担の増大が懸念されている。 

他方では近年、単身高齢者や夫婦のみの世

帯、高齢者と未婚子の二人世帯が増加し、私

的介護力の低下が懸念されている。私的介護

力の低下を介護保険制度が補うように作用

しているかは、重要な検証事項であろう。長

引く経済不況による低所得者の増加の影響

も検討すべき点である。低所得者ほど要介護

になりやすいことや、低所得者ではサービス

利用が抑制されることが指摘されており、経

済格差が介護や医療のニーズ発生やサービ

ス利用における格差につながる可能性が考

えられる。社会保障制度は本来、社会的不平

等の解消に貢献するものであるが、介護保険

制度が高齢者内の格差の是正に貢献してい

るかについては、今のところ検証が十分では

ない。 

このように介護保険制度の施行から 10 年

を経て要介護高齢者の生活を支えるための

基盤整備が進んだ一方、制度の改定や情勢の

変化により、依然として改善しない問題や新

たな課題が生じている可能性がある。2012 年

度からは「地域包括ケアシステム」を主眼と

する二度目の制度改定が実施されているが、

具体的な対応については明確になっていな

い部分も多い。このような時期にあたり、介

護保険制度施行後 10 年間で果たしてどのよ

うな面が改善され、どのような問題が依然と

して継続しているのか、制度改定や高齢者を

取り巻く情勢の変化により、どのような問題

が新たに生じているのかを実証的に明らか

にし、今後の制度設計について検討する必要

がある。 

 

２．研究の目的 

 

 本研究の目的は、介護ニーズを有する高齢

者やその家族介護者に対して、介護保険制度

の導入や改定が及ぼした影響を実証的に評

価することである。検証にあたり、介護保険

制度の施行前、施行直後、施行 10 年の各時

期に東京都Ａ市で、一般高齢者と介護者の

「反復横断調査」、並びに介護者の「パネル

調査」を行った（図 1）。 

 これらの調査データを基に、本研究では以

下の課題に取り組むことを目的とした。 

(1) 介護者の反復横断調査データを基に、介

護サービスの利用やニーズの充足状況、介護

負担やサービスに対する評価、社会活動や社

会的支援等が、介護保険制度施行前から施行

10 年の間で経年的にどのように変化したの

かを分析し、「介護の社会化」等の制度発足

当初の理念に照らしてその達成状況を評価

する。 

(2) 介護者のパネル調査データを基に、介護

サービス利用の動態とその規定要因、居宅介

護サービスの介護ストレスや施設入所の抑

制効果、入所や死別といった介護状況の変化

への適応等を分析し、これらの動態や変化の

規定要因が介護保険制度の施行前後でどの

ように変化しているのかを明らかにする。 

(3) 65歳以上の地域住民に対する反復横断調

査データを基に、介護保険制度や保険料に対

する評価、在宅または施設介護サービス利用

に対する意識等の経年変化を把握する。 

(4) 以上の調査を基に、経済面や私的介護態

勢の多寡によってどのような格差が生じて

いるのか、格差の実態解明とその構造を理解

し、介護保険制度とその改定が格差の是正・

拡大に関してどのように作用しているかを

明らかにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．研究の方法 

 

(1) 反復横断調査 

①要介護高齢者のスクリーニング調査：1996、

1998、2002、2004、2010 年に、東京都Ａ市の

65 歳以上の住民に対して、日常生活動作能力

と認知機能を調べるスクリーニング調査を

郵送法（未回収者には訪問回収を併用）にて

行った。対象者数は年によって異なり、1996

年は 65 歳以上全数（21,567 人）を、それ以

降の調査では 3～4 分の 1の抽出確率で無作



為に対象者を選んだ（1998 年 7,800 人、2002

年 10,000人、2004年 10,000人、2010年 8,000

人）。身体・認知機能について客観的な評価

を得るために、対象者の状況を良く知る家族

にできるだけ回答してもらうようにした。各

年におけるスクリーニング調査の回収率は、

95.5％、93.9％、90.5％、90.1％、93.0％で

あった。スクリーニング調査で、日常生活動

作能力（ADL）に関する 6項目（歩行、食事、

着替え、入浴、排泄、全体的な生活状態）の

うち１項目でも手助けが必要な状態にあっ

た人、または認知症の疑いを調べる 8項目の

うち１項目以上に該当した人を「要介護の可

能性が高い」とし（冷水 1996; 本間 1996）、

訪問面接調査の対象とした（特別養護老人ホ

ーム等の入居者は除外）。 

 

②介護者に対する訪問面接調査： 面接調査

の対象者の自宅を訪問し、再度、ADL と認知

機能の状態を調べ、いずれか１項目以上に該

当した人を「要介護」とし、その人の介護を

主に担当している家族・親族（主介護者）に

個別訪問面接調査を行った（独居等で介護を

している家族がいない場合は高齢者本人に

回答を依頼）。面接調査の完了数は、1996 年

941 人、1998 年 404 人、2002 年 595 人、2004

年 441 人、2010 年 414 人であった。このうち

主介護者（家族・親族）の回答数は、1996 年

875 人、1998 年 380 人、2002 年 532 人、2004

年 390 人、2010 年 355 人であった。 

 

(2) パネル調査 

 1996 年（941 人）、2002 年（595 人）、2010

年（414 人）の介護者調査完了者に対して、

それぞれ約 1年間隔で 2回の追跡調査を個別

訪問面接聴取法にて実施した。追跡調査時点

で在宅介護を継続していた介護者には「在宅

用調査票」を、施設入所（長期入院も含む）

に移行した場合は「入院・入所用調査票」を、

要介護高齢者が死亡していた場合は「死亡者

用調査票」を用いて調査を行った。各パネル

調査の完了状況は、以下である。 

1996-97-98 年パネル調査の完了状況：1996

年 941 人→1997 年 859 人（在宅票 635、入院

入所票 103、死亡票 121）→1998 年 718 人（在

宅票 402、入院入所票 93、死亡票 100、郵送

調査 123） 

2002-03-04 年パネル調査の完了状況：2002

年 595 人→2003 年 526 人（在宅票 436、入院

入所票 40、死亡票 50）→2004 年 404 人（在

宅票 284、入院入所票 58、死亡票 62） 

2010-11-12 年パネル調査の完了状況：2010

年 414 人→2011 年 350 人（在宅票 284、入院

入所票 35、死亡票 31）→2012 年 278 人（在

宅票 210、入院入所票 30、死亡票 38） 

 

４．研究成果 

 

(1) 反復横断調査の分析結果 

①家族介護状況の変化 

介護保険制度の導入4年前から制度実施10

年までの間の家族介護状況の変化を調べた

結果、「私的介護力の低下と多様化」が示唆

された。要介護状態でも一人暮らしであった

り、要介護高齢者と介護者のみの二人世帯が

2010 年時点では在宅介護の過半数を占め、

1996年と比べると19ポイント増加していた。  

介護者の平均年齢も 14 年間で 3.3 歳上昇し、

介護者の高齢化が進んでいた。単身世帯や二

人世帯、老々介護では家族の介護力に限界が

あり、これらの数値から私的介護力の低下が

うかがえる。一方、従来は、妻、嫁、娘が三

大介護者であったが、嫁が主介護者役割を担

う割合は 14 年間で激減し、代わって息子が

主介護者となる割合が増え、家族介護の担い

手の多様化がうかがえた。これを反映して、

全体的に女性介護者の割合も減少しており、

依然、女性が介護を担う割合は高いものの、

性役割分担としての家族介護の様相が変わ

りつつあるといえる。また、同居介護が依然、

主流であるものの、その割合も減少しており、

近距離や遠距離での通いの介護が増えてい

ることも家族介護の多様化を示している。 

 

②居宅サービス利用と利用希望の充足状況

の変化 

サービス利用の量的拡大の観点から「介護

の社会化」を評価すると、介護保険制度施行

前よりはいずれの居宅サービスも利用が増

加し、介護の社会化が進んだと評価できる。

しかし、制度実施後はサービスの種類によっ

て進展に差があり、通所サービスや訪問介護

と比べると、短期入所や訪問看護はほとんど

増加していなかった。短期入所は家族が介護

できない時の代替となり、訪問看護は医療ニ

ーズを有する人に必要なサービスである。こ

れらのサービスを必要な時にすぐに利用で

きる状況になることが、介護の社会化をさら

に進展させる上で重要な課題であろう。また、

制度実施当初に飛躍的に増加した訪問介護

は「介護の社会化」の象徴的なサービスであ

ったが、近年は減少傾向に転じ、「介護の再

家族化」と指摘される状況になっていた。 

 

③介護者の負担と入所希望の変化 

介護者の負担や入所希望の軽減の観点か



ら「介護の社会化」を検証したが、毎日かか

りきで介護している人の割合や身体的負担

は介護保険導入後も軽減しておらず、精神的

負担や社会的負担は導入後の方が増加して

いた。入所希望は、制度導入初期の急激な増

加は、その後の制度改定や施設サービスの供

給抑制により減少したが、導入前と比べて

2010 年時点においても減少していなかった。

以上の結果は、介護保険導入初期の調査にお

いても同様な結果が得られていたが、制度実

施 10 年の時点でも負担や入所希望が軽減し

ていないことから、単に導入初期の不備によ

る問題ではないといえる。負担が軽減しない

理由として、サービスの量的または質的な問

題とともに、この数年間の私的介護力の低下

や介護の長期化、経済情勢の悪化による社会

生活上の問題が、介護者の負担感に影響して

いる可能性が考えられる。 

 

④要介護認定未申請者の割合と関連要因の

変化 

介護保険制度がある程度定着した 2004 年

の時点では未申請者率が減少したが、2010 年

では、身体または認知機能に何らかの障害を

有する高齢者の 2割が未申請という、介護保

険導入期の状況に戻っていた。制度施行後 10

年が経過した時点においても「手続きがわか

らない」ために認定申請に結びついていない

人が未申請者の 2割弱を占めていたことから、

情報リテラシーの問題が一部で継続してい

ることも示唆された。未申請の関連要因は、

制度導入期は高齢者や介護者のニード要因

に加えて、素因や利用促進阻害要因が未申請

に関連していたが、2010 年時点では素因の影

響は消失し、高齢者や介護者のニードまたは

ディマンド要因のみが未申請の関連要因と

なっていた。この点については、二つの可能

性が考えられる。一つは、属性や所得、家族

介護者の利用可能性に関わらず、主観的・客

観的な必要性に基づき認定申請がなされる

ようになってきた可能性である。もう一つは、

今回の分析で取り上げていない別の要因が

未申請に影響している可能性である。例えば、

私的介護力の低下により、家族介護者の有無

といった要因の影響が弱くなった可能性、デ

ータの制約上、経済的な要因の影響を検出で

きなかった可能性、2005 年改定以降の給付抑

制傾向などの制度的要因などにより、未申請

率も影響を受けている可能性が考えられる。 

 

⑤主介護者の就労状況の経年変化 

仕事をしながら主介護者役割を担ってい

る者の割合は、調査期間の 14 年間では大き

く変化していなかった。しかし、その属性は

変化しており、仕事を続けている介護者の年

齢構成は 40 歳台が減る一方、前期高齢者が

増加していた。介護者全体の高齢化を反映し

て、働く主介護者も高齢化が進行していると

言える。その他の変化としては、息子が就労

しながら介護する形態が増加していること

が示された。さらに、常勤、自営・農業と言

った就労形態から、パートなどの短時間就労

の形態が増加していた。 

 

(2) パネル調査の分析結果 

①在宅介護の継続状況 

介護保険制度施行前（1996～98 年）、施行

後（2002～04 年）に行ったパネル調査と、今

回実施したパネル調査（2010～12 年）で、在

宅介護の継続状況を比較した。1 年後の在宅

介護継続率は、1996～97 年 71.9％、2002～

03 年 78.0％、2010～11 年 77.3％で、2 年後

の在宅継続率は、1996～98 年 51.5％、2002

～04 年 52.6％、2010～12 年 57.0％であった。

2010～12年パネル調査は他の2つのパネル調

査よりも追跡期間が約 5ヶ月短いので在宅継

続率を多少過大評価している可能性がある

ものの、以前よりも在宅介護の継続率が高く

なっている可能性がある。在宅継続率が高く

なっていることについては制度の効果とし

て評価できる一方、入所や入院を希望してい

る人が在宅継続を余儀なくされている可能

性も考えられる。特別養護老人ホームへの入

所は介護保険導入前から狭き門であったの

で、本調査における入院入所率の減少は、医

療施設への長期入院が近年、制約されている

ことを反映した可能性がある。そうであるな

らば、医療依存度の高い人が在宅で療養する

割合が高まっていることを意味する。これら

の医療依存度が高い人を在宅で支える訪問

看護や往診などのサービスの量的拡大とと

もに、利用しやすいような内容面での整備が

求められている。 

 

②居宅サービス利用の関連要因 

2010～11 年のパネル調査データに基づき、

在宅介護サービス利用に対する社会的支援

の効果を分析した。その結果、社会的支援の

中でも「友人・近隣からの情報的支援」は在

宅介護サービスの利用を促進したが、「家

族・親族からの情報的支援」は、友人と比較

して介護サービスの利用を促す効果が弱い

ことが示唆された。「家族・親族からの介護

支援」、すなわち副介護者となる家族や親族

がいるか否かは、在宅介護サービスの利用に

対して有意な効果がみられなかった。 



 

③居宅サービスの入所抑制効果 

 介護保険制度の施行前から施行 10 年経過

までの間における主な居宅サービスの入所

抑制効果の経年変化を調べた。ショートステ

イは、介護保険制度施行前から入所を抑制す

るよりも促進する方向で作用していた。ショ

ートステイは以前から、施設入所を希望して

いる人が入所できるまでの期間の待機場所

として利用する場合もあったので、入所を促

進する方向に作用したと考えられる。訪問介

護は、制度開始期の 2002～04 年のパネルデ

ータで入所を促進する方向に作用していた。

訪問介護は制度導入期に供給・利用が急増し

たサービスであったが、訪問介護の利用によ

り介護保険サービスが身近なものとなり、入

所申請への敷居も低くなってしまったのか

もしれない。一方、入所抑制効果を示したの

は、デイサービスやデイケアといった通所サ

ービスである。通所サービスは 2005 年の法

改定後も利用が伸びている唯一の居宅サー

ビスなので、その入所抑制効果を確認できた

ことは、介護保険制度の「在宅重視」の理念

に照らして評価できる現象である。しかし、

寝たきりなど入所や長期入院につながりや

すい人は通所サービスを利用しにくいため、

そのような利用者の制約を反映した可能性

も否定できない。訪問看護は、制度施行後は

利用量や利用希望の充足度がさほど伸びて

いないサービスであるが、制度導入 10 経過

した時点のデータでは入所抑制効果を示し

た。近年、入院期間の短縮化や介護療養病床

の削減により、医療依存度の高い人を在宅で

介護するケースが増えている。在宅で生活す

る医療依存度の高い人のニーズに訪問看護

が対応し、入所や長期入院を抑制する効果を

示した可能性がある。 

 

④施設サービスに対する評価 

 入所できた人の 8割近くが希望する時期に、

また希望する施設に入所できていた。入所施

設も自宅から近く、面会に行きやすい状況の

人が多いこと、さらに施設に対する満足度も

総じて高いことが示された。居宅サービスと

比べると施設サービスの供給量は介護保険

制度の導入後もさほど増加しておらず、量的

充足度は未だ十分でない可能性があるもの

の、内容的な面については入所者の家族から

の評価は概ね良好といえる。一方で、課題も

示された。第一に、施設入所前に「施設での

介護内容」に関する説明が全員に対して行わ

れていない、または全員が理解できるような

説明がなされていなかったという点である。

第二の課題は、費用負担である。6 割の介護

者が多少とも負担に感じており、これは在宅

での介護者と比べると 20 ポイント近く高い

数値であった。経済的な理由で施設入所や入

院をあきらめ、在宅での介護を継続している

人も少なくない。不必要な施設入所や社会的

入院は避けるべきだが、経済的に困窮してい

る世帯が過剰な介護負担を抱えながら在宅

介護を継続した場合、要介護高齢者の状態の

悪化だけでなく、介護する家族までも健康が

破綻する可能性がある。 

 

⑤看取り期における医療・介護に対する評価 

 自宅での死亡は 3割未満で、多くが病院で

死亡していたが、死亡当日～30 日前までは自

宅で療養していた人が多かった。最終的には

病院で死亡した場合でも、看取り期を在宅で

過ごしたケースは少なくないといえる。看取

り期においては介護ニーズだけでなく、医療

ニーズも高く、特に床ずれや吸引といった処

置を必要とする人が多かった。このような医

療ニーズに対しては訪問看護が適用となる

が、訪問看護の死亡前の利用は 3割程度であ

った。死亡前に利用していた医療・介護サー

ビスでは、ケアマネジャーの利用が最も多く、

看取りケアにおいてもケアマネジャーが中

核的存在となっていることが示唆された。死

亡 1ヵ月前に受けた医療・介護サービスにつ

いて評価してもらったところ、「介護者への

配慮」「要介護者の尊厳への配慮」「病状や治

療の説明、方針の話し合い」に関して、2～3

割の介護者が十分でなかったと評価してい

た。また、看取りケアに関する説明や対応に

疑問や不安を感じていても、医療や福祉の専

門職に「言わなかった」という人が 3割近く

いた。看取りを迎える介護者の心理的サポー

トや相談支援について課題が残されている

ことが示唆された。 
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